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論文内容の要旨
海の利用調整の問題を論議の出発点とし、海域利用の調整の問題を考察するo また、海域には伝統的行政法学で観
念している公物管理法が、港湾には港湾法、漁港には漁港法など、一部存在しているが、それを除いた海及び沿岸に
対する管理法が存在していな L、。法律による行政の原則あるいは実質的法治主義原則に今の管理法のない状態での実
質的な公物管理権行使が妥当なものなのか。また、環境問題に対する国民及び人類の意識の高まりや国際的な海洋利
用の秩序の確立などから沿岸域の管理に高い関心が寄せられているo
行政法学の公物法一般理論は、海を自然公物として理解されてきたにもかかわらず、その環境をも視野に入れて捉
えていなかった。公のサービスの範囲が広がるにつれ、どこまでを公物法の問題としてとらえていくかの問題が生じ、
利用形態の変化とともに管理のあり方の関心の所在も変化する現象が生じる。この点を鑑みれば、海域或は沿岸域と
いう公物及び空間管理については公物法理論の外在的限界があるo 勿論、それは公物法一般理論の限界でもあるが、
海域および沿岸域のもつ多様な可能性の発現には、また、公物法の一般理論の法理論的原型がこれからの海域の管理
にも使えると思う。個別管理法の制定されていない領域を前提として構成されてきた公物法一般理論が学説上、判例
にも取り入られていることに注意しなければならな L、。また物自体よりはその稼動の要素を含んだより広い視点から
公共施設法論とか環境政策および環境法的発想も登場しているが、海という物の管理のあり方を考えるに当たっては、
沿岸域という「中間概念」を用いた「沿岸域行政法」ともいうべき「中間行政法」のカテゴリーを設けるのも有益で
あると思う。この点から自然公物の資源管理及び環境管理のあり方を模索する過程で、「沿岸域」という概念を用い
て、公物法理論と環境管理論、資源管理論及び空間管理論の聞を埋めていく試みが必要である。「沿岸域」という中
間概念、海の管理行政法、「中間行政法」は伝統的公物法理論および行政法総論の架け橋的なものである o
論文審査の結果の要旨
当該論文は、日本において明確な公物管理法が一般海域には存在しないこと、そしてそのことは法律による行政の
原則あるいは実質的法治主義原則からみて妥当ではないこと、また、一般海域を含めた沿岸域の管理のための解釈論
および立法論を、日、米および韓国の詳細な比較研究を通じて主張したものであり、かつ近時の海岸法の改正による
-69-
環境配慮、地方分権改革による地方分権の視点を沿岸域管理に取り入れたものである。しかも地方自治体の沿岸域の
機能管理及びその環境配慮、を論究したきわめて独創性に富む内容となっている O
日本の従来の行政法学の公物法一般理論は、海を自然公物として理解してきたにもかかわらず、自然公物のもっそ
の環境的な特徴をも視野に入れて捉えていなかった。研究の対象である沿岸域は公物法理論だけではなく環境法理論
あるいは環境配慮論からの対象であり、公物法と環境法の接点をもっ分野であるo この点で、海域あるいは沿岸域と
いう公物及び空間の管理については公物法理論の外在的限界があるものの、不特定多数の利用を確保しようとする公
物法一般理論の公物管理は特定の人による排他的利用を排除するという意味で輯鞍性をもっ海域利用を保障できるこ
とから公物法の一般理論の法理論的原型が海域の管理にも使えることを強調している。
また、アメリカの沿岸管理の法理論と制度、及び海域の接している韓国の沿岸管理法の制定過程及びその内容の比
較研究は、最初の研究であり、わが国の沿岸域管理に関する制度・理論構築に非常に役立つ研究であるO また本論文
は、新しい海の利用・管理をめぐる事例のみならず、多くの関連資料、学説および判例も丹念に収集分析しており学
問的価値の非常に高いものである o
以上のことから、本論文は大阪大学の博士学位の授与にふさわしい研究と認定した。
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